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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

５ 高橋 正典（９） １．空き家対策について 

  国は、平成27年５月から「空家等対策の推進に関する特別

措置法」を施行した。その背景にあるのは、核家族化と高齢

者世帯が増加、農業後継者不足から農地を宅地に転用せざる

を得ない状況があり、次世代の若者の持ち家が増加傾向にあ

る。結果として、両親あるいは祖父母の家を利用するものが

なく、空き家となってくる。 

  原因を探れば枚挙にいとまがないわけで、空き家は増加し

続けていることから、先に申し上げた「空家等対策の推進に

関する特別措置法」が平成26年に公布され、平成27年5月から

施行された。 

  平成25年の総務省統計では、空き家の数は、背景がそこに

ある。全国で820万戸に達している。５年ごとに調査している

が、平成30年の統計では、実に、846万戸に上り、前回調査よ

り26万戸増加しているのである。 

  本市では、平成29年度に空き家対策として、「富士市空家等

対策協議会」を設置し、空き家対策に乗り出したところであ

る。 

  この協議会において、富士市空家等対策計画を整備し、本

市でもふえ続ける空き家の現状を把握し、この問題に対して

どのような考え方で、対処していくのかということをまとめ

たところである。 

  この中で、大きく評価したいのは、そのまま放置しておい

たら老朽空き家になってしまう。あるいは、まだ住まいとし

て利用できるのに、利用者がいないことから空き家になって

しまい、老朽空き家に移行してしまうことを抑制しようと、

空き家バンクを設置し、活用していることである。 

  どこでもやっていることとはいえ、ケースによっては、厄

介な問題も発生してくることから敬遠されがちなのが現状だ

が、しっかり対応していただいていると評価している。 

  この空き家対策を取り上げた質問もこれまで６回してきた

が、いまだに市内の空き家が目にとまるたびにいまひとつ前

に進めなければと思い、今回で７回目の質問となることを御

理解いただきたい。 

  私ども凜（りん）の会は、７月９日に瀬戸内海の小豆島町

を視察し、運転免許証の返納後のサポートについてと、空き

家対策について勉強してきたが、空き家の有効活用の点で参

考になったので、本市でもふえ続けている空き家に対して、

どこまで把握し、どのように捉えているのか以下質問する。

 (1) 空家等対策計画に基づき、空き家バンクを創設し活用さ

れているが、本市に対応している空き家バンクとして参画

してくれている事業所がどれほど存在しているか、また、

案件として登録されている物件はどれほどあるか。 

(2) 空き家バンクというシステムは、空き家の利活用につい

て、非常に有効な手段と考えるが、物件の受け入れと利用

市    長

及 び 

担 当 部 長
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

５ 高橋 正典（９） 者とのマッチングが機能しないとうまく回転しなくなり、

需要と供給のバランスが保てなくなることから、どのよう

な工夫をしているか伺う。 

(3) 特定空き家の除却に係る助成については、本年４月から

始まっているが、空き家バンクに登録し、これをリフォー

ムしようとしたときに助成するシステムの検討が急がれる

と考えるがいかがか。 

(4) 空き家バンクの活用と移住定住策をリンクさせれば、よ

り有効と考えるがいかがか。 

(5) 危険空き家対策、老朽空き家対策、空き家バンクの利活

用など、本市としてさまざまな施策を展開していることは

評価するが、市民にいまひとつ浸透しているとは言いがた

いと感じる。そこで、市民に周知する手だてについて伺う。

市    長

及 び 

担 当 部 長
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

６ 米山 享範（２５） １．災害時等に備え液体ミルクの災害備蓄品への導入について

  今春から液体ミルクの販売が始まりました。液体ミルクは

母乳に近い栄養が含まれ、常温で約半年から１年間は保存で

きるものです。 

粉ミルクと違って、お湯の確保が困難な災害発生時の避難

所でも乳児に安心して飲ませることができることから、富士

市において液体ミルクの備蓄を求めるものです。 

我が国では平成28年４月に発生した熊本地震の際に、フィ

ンランドから寄せられた緊急支援物資の中に液体ミルクがあ

り、避難所での生活を余儀なくされた赤ちゃん連れの母親か

らは大変喜ばれたものであります。 

また、先ごろ大手コンビニエンスストアが乳児用液体ミル

クの取り扱いをスタートさせました。こちらは働きながら懸

命に子育てをする世帯の負担軽減やインバウンドの関心も高

くあり、既にかなり需要も見込まれるとされています。 

さらに、スーパーマーケットやドラッグストアでも取り扱

いが徐々にふえつつあると言われています。そこで以下４点

について伺います。 

 (1) 富士市においては液体ミルクを災害時の備蓄品として購

入しているのか。購入していないなら、今後購入していく

考えはあるのか。 

(2) 子育て支援や働く母親たちに液体ミルクの有用性を認識

してもらい、各家庭でも備蓄を促していくという考えから

の施策を展開すべきと思うがいかがか。 

(3) 子育て世帯の母親、父親の負担軽減という観点からもそ

の有用性をＰＲし、さらに子育て世帯を対象にした防災講

座などで周知を図る考えはないか。 

(4) 役所が実施している赤ちゃん訪問や健診の際に、液体ミ

ルクの正しい知識も伝えるべきと思うがいかがか。 

２．強固な自主防災組織の要となる防災リーダーの育成につい

 て 

 ９月１日には令和元年度富士市総合防災訓練が実施されま

した。これは市内の各町内会自主防災会が参加し、突然、大

規模地震が発生したとの想定で、命と暮らしを守る自主防災

会が主体で展開され、この日は日曜日でもあり、訓練には多

くの小・中・高生の姿も見られ、大変うれしく、かつ頼もし

く感じたものであります。 

訓練想定は、駿河湾から日向灘にかけて、南海トラフ沿い

を震源にマグニチュード9.0の巨大地震が発生、富士市内は地

震が発生直後に縦揺れが起こり、続いて大きく激しい横揺れ

が４分間継続、震度６強を記録、沿岸部では地震発生後15分

で津波の最大波が到達、浸水被害が発生した、というもので

あります。 

これからも、さらに自主防災会の使命は大きくなっていく

と思います。そこで地域の防災活動や災害時に、住民らの

市    長

及 び 

担 当 部 長
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

６ 米山 享範（２５） リーダー役としての自主防災会長の使命と責務は大きいもの

があります。各地区には防災指導員が配置されていますが、

高齢者が担っているのが多いというのが現状であります。そ

こで、以下４点について伺います。 

(1) 自主防災組織の強化と人材の育成という観点から民間資

格「防災士」の養成を進め、そこで市が費用の助成をし、

地域防災リーダー役の育成をすべきと思うがいかがか。 

(2) 市職員で「静岡県ふじのくに防災士」の有資格者は何人

いるか、防災訓練等でどのような活動を展開しているのか。

また、防災指導員の中に防災士有資格者は何人いるのか。

(3) 現状の防災指導員で十分か、増員していく考えはあるの

か。 

(4) 平成26年４月に全世帯配布された「富士市防災マップ」

の改正版の発刊計画はあるのか。 

市    長

及 び 

担 当 部 長
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７ 荻田 丈仁（２２） １．文化財保存活用地域計画及び浅間古墳の保存活用計画の策

定について 

平成30年の第196回国会（通常国会）において、文化財保護

法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律が成立し、平成31年４月１日から施行されること

となった。 

このたびの改正は、「文化財の確実な継承に向けたこれか

らの時代にふさわしい保存と活用の在り方について（第一次

答申）」（平成29年12月８日文化審議会）を踏まえ、過疎化・

少子高齢化等の社会状況の変化を背景に各地の貴重な文化財

の減失・散逸等の防止が緊急の課題となる中、これまで価値

づけが明確でなかった未指定を含めた有形・無形の文化財を

まちづくりに生かしつつ、文化財継承の担い手を確保し、地

域社会総がかりで取り組んでいくことのできる体制づくりを

整備するため、地域における文化財の計画的な保存・活用の

促進や、地方文化財保護行政の推進力の強化を図るものであ

る。 

その文化財保護法の改正の中では、都道府県は文化財保存

活用大綱、市町村は文化財保存活用地域計画、また文化財ご

との保存活用計画を策定することになっている。 

須津地域では地域要望として須津古墳群を史跡公園化して

の保存、整備、活用を求めてきたが、市ではそれに答えて県

内最大規模の石室を有する市指定の千人塚古墳について、新

たな保存活用計画の策定を進めた。今後、須津古墳群の保存、

活用を進める上でも、本年度中には県の文化財保存活用大綱

が策定されるようだが、須津古墳群を一体的に保存、整備、

活用をするために、富士市でも早期に古墳群の文化財保存活

用地域計画の策定が求められる。また、千人塚古墳同様に、

国指定史跡の浅間古墳については保存、整備、活用を進める

上での個別の保存活用計画が必要となると思われるので、以

下質問をする。 

(1) 本年７月に市が策定した千人塚古墳保存活用計画はどの

ようなものか。 

(2) 浅間古墳についての調査として地中レーダーによる非破

壊調査が行われるがどのような内容か。 

(3) 文化財保護法の改正に伴い、富士市としての浅間古墳を

代表とする古墳群を含めての文化財の保存、活用を進める

上での文化財保存活用地域計画及び個別に国指定の浅間古

墳の保存活用計画を策定すべきと思うがいかがか、また、

今後、浅間古墳への３Ｄによる調査やトレンチによる調査

を進めるべきと思うがいかがか。 

２．岳南電車を観光資源や文化財に位置づけての利用促進策に

ついて 

公共交通機関の１つである岳南電車は本市にとって必要か

つ重要な社会基盤である。しかしながら、貨物事業撤退後、

市    長

及 び 

担 当 部 長
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

７ 荻田 丈仁（２２） 鉄道事業の経営悪化が伝えられ存続が危ぶまれたので、市と

して公的支援を行ってきている。 

公的支援は平成24年度より始まり、３年ごとに見直しを

行ってきたが、平成30年度からは、支援期間を５年と長くし

てのさらなる利用客数増加への取り組みが始まっている。公

的支援後はもともとの市民の足としての役割を担いながら、

近年では観光集客やメディアでの露出によるシティプロモー

ション等、富士市にとってさまざまな側面から社会的価値を

与え始めている。今後も公的支援を行っていく以上、事業者

の自助努力はもちろんだが、行政の適切な関与を前提に市民、

事業者、行政が一体となって支えていくことが重要である。

現在、岳南電車の利用促進と理解を進めるための利用促進

協議会が設置されて利用促進対策が進められ、改善が図られ

ているが、車社会からの脱却、また高齢化社会では、公共交

通機関の重要性は増しているものの、人ロ減少が進む中では

鉄道事業自体は厳しい経営状況が続くと思われ、さらなる利

用促進策が必要と考える。 

市では富士山ビューポイントの整備や工場夜景等の観光振

興に力を入れ始めているが、富士市が工業都市として栄えて

きた歴史も含めて、岳南電車が産業を支えてきた観光資源と

してや、鉄道文化財としての価値があるならば富士市の財産

として位置づけた利用促進は有効であると考え、以下質問を

する。 

(1) 利用状況はどのようになっているのか。 

(2) 観光集客やシティプロモーションとしての効果を含め、

社会的価値をどのように捉えているか。 

(3) 市として廃車となっている電気機関車の利用は考えられ

ないか、例えば、展示環境の整備支援や産業交流展示場で

もあるふじさんめっせに市の産業遺産としての展示はいか

がか。 

(4) 岳南電車の文化的価値を高めることはもちろん、駅舎・

ホーム等の整備が進んでいない中、駅舎等の整備の支援策

としても、駅舎・ホーム等の登録有形文化財への登録を市

も一緒になって取り組んではいかがか。 

市    長

及 び 

担 当 部 長
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

８ 小池 智明（１８） １．（仮称）富士市立大学等の高等教育機関のあり方に関する検

討組織の設立・活動について 

  私は、平成29年２月議会で常葉大学富士キャンパスの撤退

に伴い考える高等教育機関の市内立地の意義等について、平

成30年６月議会では（仮称）富士市立大学等の高等教育機関

の設立可能性の検討について、一般質問を行った。 

  特に、平成30年６月議会では、（仮称）富士市立大学等の高

等教育機関のあり方を考える庁内の検討プロジェクトチーム

と有識者会議を設置し、検討を開始すべきではとの提案に対

し、小長井市長は、「１つの大学を市が設立するということに

なりますと、非常に大きなテーマになってきますので、これ

は軽々に論じたり、また、結論を出せる問題ではないという

ふうに思っています。ですから、今の企画課の中での検討で

も十分それで済むかといったら、決してそれでは済まないと

思っておりますし、静岡市が市立大学の設立を目指すという

ことで検討会が設置をされているわけですけれども、その中

でも、市立大学ありきではなくて、さまざまな高等教育機関

を全体的に見ての議論が今始まっているというふうに伺って

いますから、富士市としましても、そういう同様の検討会と

いうレベルまでは行かないかもしれませんけれども、その前

段階のそういったことを検討する場ということは必要になっ

てくるんではないかなと思っています。今のままではなかな

か、市立高校の話もありますけれども、いろいろ話が広がり

過ぎても、ただただ議論が広がってしまって、どの方向を目

指すのかということも定まりにくいんじゃないかなという気

がしておりますので、そういった組織的なものは必要になっ

てくるのかなと思っています。」と答弁された。 

  その後の動きが伝わってこない状況が続いている中、以下

質問する。 

(1) 昨年６月以降、市長が答弁された「組織的なもの」につ

いて行政内部でどのような検討を行ってきたか。 

(2) 検討組織の設立やその活動スケジュールはどのように考

えているか。 

２．会計年度任用職員制度導入について ～学校事務、学校給

食調理を事例に～ 

  現在、富士市役所で働いている臨時職員を、来年度からは

会計年度任用職員として位置づけ、任用（採用）する制度（会

計年度任用職員制度）の導入に向け、さまざまな検討が進ん

でいる。 

  市当局が作成した会計年度任用職員制度に関する説明会の

資料によれば、会計年度任用職員制度は、 

・（現在の）臨時・非常勤職員は、地方行政の重要な担い手

だが、制度が不明確であり、地方公共団体によって任用・

勤務条件の取り扱いがさまざまで、適正な任用・勤務条

件を確保することが求められている。 

市    長

及 び 

教 育 長

担 当 部 長
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

８ 小池 智明（１８） ・（臨時職員が移行する）会計年度任用職員の職務の内容や

責任の程度は、常勤職員（正規職員）と異なる設定とし

なければならない。正規職員との職務の振り分け、責任

の明確化が制度移行の前提条件（である）。 

・正規職員が担うべき業務は、「本格的業務」であり、具体

的には、組織の管理・運営自体に関する業務、財産の差

し押さえ、許認可といった権力的業務等 

・会計年度任用職員が担う業務は、「補助的業務」であり、

具体的には、データ入力、資料整理などの単純業務や、

正規職員が行う権力的業務の前段となる予備的な作業な

ど専門性が低い業務とされている。 

導入に当たっては、前提条件とされる正規職員との職務の

振り分け、責任の明確化と、その直属の上司（指示担当者）、

所属長（監督者）に相当する正規職員の意識・行動が重要に

なると考える。 

今回は、学校事務職員、学校調理員を事例に質問すること

を通じて、会計年度任用職員制度導入の適正なあり方を確認

したい。 

  そうした考えのもと、以下質問する。 

 (1) 学校事務における会計年度任用職員制度導入について 

  ① 学校事務の業務の内容・構成と、従来から現在に至る

間、県費負担正規職員と市費負担臨時職員の仕事は何を

もって線引きしてきたか。 

  ② 会計年度任用職員制度導入に当たり、今後は正規と臨

時（会計年度任用職員）で、どのように本格的業務と補

助的業務に区切っていくのか。 

  ③ 誰が、どのようにチェックしていくのか。 

(2) 学校給食調理における会計年度任用職員制度導入につい

 て 

  ① 学校給食調理の業務の内容・構成と、従来から現在に

至る間、正規と臨時の仕事は何をもって線引きしてきた

か。 

  ② 会計年度任用職員制度導入に当たり、今後は正規と臨

時（会計年度任用職員）で、どのように本格的業務と補

助的業務に区切っていくのか。 

  ③ 誰が、どのようにチェックしていくのか。 

(3) 来年４月からの会計年度任用職員制度の適正な導入に向

け、今後、どのような検討・対策を進めていくのか。 

市    長
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－ 19 － 

順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

９ 藤田 哲哉（１３） １．子どもの健やかに生きる権利・離婚前後の養育支援につい

て 

  富士市は、今年度と来年度の２年をかけて子どもの権利条

例を策定することを表明しています。子どもの健やかな成長

を願うのは、社会全体の願いでもあります。しかしながら、

昨今のニュースでは、子どもに関連した、大変痛ましい事件

が後を絶ちません。 

  そこで、子どもの健やかに生きる権利について、以下当局

の考えを伺います。 

 (1) 平成23年に民法第766条の一部が改正され、「父母が協議

上離婚をするときは、子の監護をすべき者、父又は母と子

との面会及びその他の交流、子の監護に要する費用の分担

その他の子の監護について必要な事項は、その協議で定め

る。この場合においては、子の利益を最も優先して考慮し

なければならない。」と明文化されました。 

そのため、施行後の離婚届には、面会交流と養育費の分

担についての取り決めチェック欄が設けられるようになり

ました。市はこのチェック欄が設けられた目的についてど

のように捉えているのか伺います。 

 (2) 平成28年度の全国ひとり親世帯調査を見ると、養育費の

取り決め状況は、「取り決めをしている」が 母子世帯で

42.9％、父子世帯で20.8％となっています。 

取り決めをしていない理由は、母子世帯では「相手と関

わりたくない」が31.4％と最も多く、次いで「相手に支払

う能力がないと思った」が20.8％、「相手に支払う意思がな

いと思った」が17.5％となっています。一方、父子世帯で

は「相手に支払う能力がないと思った」が22.3％と最も多

く、次いで「相手と関わりたくない」が20.5％となってい

ます。 

また、面会交流の取り決め状況については、「取り決めを

している」が、母子世帯で24.1％、父子世帯で27.3％とな

っています。 

取り決めをしていない理由は、母子世帯では「相手と関

わり合いたくない」が25.0％と最も多く、次いで「取り決

めをしなくても交流ができる」が18.9％となっています。

一方、父子世帯では「取り決めをしなくても交流ができる」

が29.1％と最も多く、次いで「相手と関わり合いたくない」

が18.4％となっています。 

富士市では、離婚届の用紙を受け取りに来る方に、法務

省の作成した子どもの養育に関する合意書作成の手引き

「子どもの健やかな成長のために」を配付しています。こ

の手引きの中で、養育費と面会交流の取り決めについて、

「子どもが両親の離婚を乗り越えて健やかに成長すること

ができるためにも、可能な限り取り決めをしておくことが

望ましいといえます。」と説明しています。これは、民法第
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

９ 藤田 哲哉（１３） 766条の「子の利益を最も優先して考慮しなければならな

い。」を受けての表現であると思われますが、これらの取り

決めに対する市としての考え方、また、支援はどのように

行われているのか伺います。 

(3) 離婚後の養育支援は、どのように行われているのか伺い

ます。 

(4) 母子・父子世帯ともに、面会交流の取り決めをしている

が25％前後と大変低い状況です。子どもが心穏やかに父や

母と面会できる権利を確保するためにも、面会交流の支援

を行うべきであると思うのですが、お考えを伺います。 

(5) 離婚した父親からの養育費の受給状況は、「現在も受けて

いる」が24.3％で、離婚した母親からは、「現在も受けてい

る」が3.2％（平成28年度の全国ひとり親世帯調査より）で

した。子どもが父や母から大切に養育される権利を確保す

るためにも、養育費確保の支援を行うべきであると思うの

ですが、お考えを伺います。 

(6) 富士市の未来を担う子どもたちが健やかに生きる権利を

市が積極的に確保するためには、市が策定を進めている子

ども権利条例に離婚前後の子どもの養育支援について規定

することが、施策を進めるための大きな根拠になると思い

ますが、お考えを伺います。 

市    長

及 び 

担 当 部 長


